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1 はじめに 需要私的情報と戦略的貿易政策－AnOverview 

まずはじめに Branderand Spencer (1985）以来戦略的貿易政策論で標準

的な輸出競争モデル（以下 BSモデルと呼ぷ）を記述する．自国と外国と第3

国からなる 3国モデルを考える． 1つの自国企業と 1つの外国企業が第3国に

同質財を輸出して同時手番の数量競争をしている．その財に対する需要は第3

国のみにあり，第3国はその財を生産してないと考える．財需要は線形で，逆

需要関数は P=a-Qと表せる.Pは財価格， Qは需要量である．両企業は一定

で共通な限界費用 cを伴って固定費用ゼロで生産する．簡単化のため輸送費用

は無視する．また本論文では企業の参入，退出が起こらないような短期を分析

する．以上の仮定は分析の単純化のためにおかれるもので，いくつかの条件を

はずした研究も存在する1). BS モデルから得られる政策インプリケーション

は，政府が積極的に輸出補助金政策に precommitすることが自由放任下では

不可能な利潤（厚生）拡大を達成できるというものである．また，モデルは対

称的なので外国企業も輸出補助金政策を行うことが示される．

もしも第3国需要に私的情報が存在する場合には分析はどのように変更され

るのだろうか.Krishna (1984）によって BSモデルと似たような利潤増大が
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補助金政策でなく，直接生産量をコントロールするという手段によっても得ら

れることがわかっていたので， Cooperand Riezman (1989）はこれをふまえ

て，需要切片aに不確実性eceの平均はO，分散は a2）がある場合，政府は生

産補助金と生産量規制とではどちらに precommitすべきかを分析した．

Cooper and Riezman (1989）の考えたゲームは以下のとおりである．第 1ス

テージで両国政府は生産補助金と生産量規制とどちらの介入を行うかを同時に

決定する．第2ステージで両国政府は介入レベルを同時に選択する. BSモデ

ルでは生産補助金しか考えてなかったので介入手段の決定はすなわち介入レベ

ルの決定で、あった. Cooper and Riezman (1989）は BSモデルに新しいス

テージを導入したといえる．第 l，第2ステージの政府の行動は0の分布から

得られる期待社会厚生を最大化するように決定される．これらの決定がなされ

た後に自然が0を決定する．第3ステージとして，。を観察した後に両国企業

は両国政府の政策を所与として生産量を同時に決定する．これは第3国需要に

ついて企業は政府よりもよく知っているという考えを反映している．もしも

第 lステージで政府が生産補助金を選んでいれば，第3ステージで企業は生産

量を選択することができる．しかしもし生産量規制が選ばれていれば，生産量

について企業は決定できない．均衡概念としてはサブゲームパーフェクト均衡

を考える．タイムラインは以下の通り．

政府による政策

手段の決定
企業に対してO

が明らかになる

Cooper and Riezman (1989）は対称的な 2国（自国と外国）について下の表

のような期待社会厚生マトリクスを考え，生産補助金政策か直接数量規制かど

ちらが好ましいかを考察した．

外 国

生産補助金 生産量規制

自 国
生産補助金

生産量規制



需要私的情報がある場合の国際複占競争 ヴ

t
n
H
U
 

Arvan (1991)は政策手段を生産補助金のみに限って，政府の第 1ステージ

での戦略を「生産補助金に precommit」か「0が明らかになってから補助を行

う」かに変更して分析した.Hwang and Schulman (1993）は Cooperand 

Riezman (1989）で考えられた政策手段に「無介入」を追加して分析した．

Shivakumar (1993）は Cooperand Riezman (1989）と Arvan(1991)を

総合して，政府の第 1ステージでの戦略を「生産補助金に precommit」か「0

が明らかになってから補助金を出す」か「生産量規制に precommitJか「0が

明らかになってから生産量規制するJかに変更して分析した．第3国需要の切

片について企業は政府の知らない私的情報を持つわけだが，以上の研究ではい

ずれも政府による企業の自己選抜は考えられていない．いわばゼロ情報であ

る．本論文では企業に自己選抜させる場合，社会厚生にどのような影響がでる

かを考察する．まず，第3国需要の切片に平均O，分散。2の需要不確実性0が

あるとする．以下では単純化のためOの分布は2点分布で確率νで 0をとり，

確率 1－νで 0をとるものとする．第 lステージで、各企業は需要規模につい

て観察するの．各企業は相手企業の観察する需要規模を知らず，それを確率ν

で Oをとり，確率 1－νで 0をとるものと予想する．第2ステージで各国政府

は同時に，自己選抜をするかしないかと生産補助金のみを政策手段とするか所

得税を補助金と併用するかどうかを決定する．所得税と生産補助金との併用を

政府の戦略に加える理由は，自己選抜をする際に政策手段が生産補助金だけだ

とゼロ情報と同じ期待社会厚生しか達成できないことがわかったためである．

生産量規制は政策手段として考察していない．政府の行動は需要規模に関する

上記の確率分布の下での期待社会厚生を最大化するように決定される．第3ス

テージで各企業は同時手番の数量競争を両国政府の政策を所与として行う．

ゲームのタイムラインは以下のようである．

企業に対してO
が明らかになる

政府による情報・
政策手段の選択

政策の下の生産

図表的にいうと本論文の考察するのは Cooperand Riezman (1989）の考えた

ような生産補助金と生産量規制に関する期待社会厚生マトリクスではなく，下

の表のような情報・政策手段に関する期待社会厚生マトリクスである．
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外 国

ゼロ情報， 自己選抜， ゼロ情報， 自己選抜，
sのみ sのみ s,T併用 s,T併用

ゼロ情報，
sのみ

自 国
自己選抜，
sのみ

ゼロ情報，
s,T併用

自己選抜，
s,T併用

但し sは生産補助金を， T は生産量に関係ない所得税を表す．

政府による情報・政策手段というのは前記のマトリクスに記したように 4通

りある．自国政府と外国政府は政策を同時に選択する．自国企業と外国企業は

両国政府の情報・政策手段戦略を所与とし，相手企業の観察した需要規模Oに

ついては上記の確率分布での期待値即ち 0と仮定する．また相手企業に与えら

れる生産補助金も上記の確率分布の下での期待値だと仮定して同時手番の数量

競争をする．均衡概念はサブゲームパーフェクト均衡である．上のタイムライ

ンは先に紹介した Cooperand Riezman (1989）のタイムラインと，。の決定

が第 lステージの前にあるという点で異なるが，政府は企業の持つ私的情報を

知らないという点では同じである．論文の構成は以下のとおり. 2章では外国

の情報・政策手段戦略を外生的に考えた場合，自国のそれぞれの情報・政策手

段戦略を採用したときの最適反応を考える．例えば自国の情報・政策手段が

（ゼロ情報， sのみ）である場合，自国の生産補助金の値は相手の生産補助金に

依存するが， 2章では相手の生産補助金が（ゼ、ロ情報， s,T併用）の下でのもの

か（自己選抜， S,T併用）の下でのものであるか等の考察はしない.3章では 2

章の結果を下に実際に均衡を計算し，前記のマトリクスの各セルに書き込まれ

るべき社会厚生を求める.4章で本論文の結果を考察する．
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2 外国の戦略に対する自国の各情報・政策手段の最適反応

本章では外国の生産補助金水準が外国のどのような情報・政策手段戦略から

得られたものであるかの議論をしない．外国の生産補助金の期待値を一貫して

s2とおく．自国企業は外国企業の観察する需要規模0については上記の確率分

布での期待値即ち Oと仮定して生産を決定する．同様に外国企業に与えられる

生産補助金も上記の確率分布の下での期待値だと仮定して生産量を決定する．

これが s2である．例えば s2が自己選抜の分離均衡から得られたものならば外

国企業のタイプ Oに提示される生産補助金とタイプ Oに提示される生産補助

金の期待値となる．もし自己選抜の分離均衡以外の情報・政策手段から得られ

たものなら，外国政府は外国企業に 1種類の生産補助金しか提示せず，そのこ

とを自国企業は知っているので，外国企業に提示される補助金を確率1で予測

できる．即ち s2=s2とおいて自国企業は生産を決定する． さらに自国政府は

s2=s2の下で期待社会厚生を最大化するような補助金レベルを決定する．自国

政府のとりうる情報・政策手段は4つあるのでそれぞれのケースについて最適

な補助金レベル（必要ならば所得税レベル，自己選抜メニューも）を決定する．

いずれにせよ 2章では暫定的な議論をする．

2.1 政府の政策が輸出補助金のみである場合

2.1.0 需要私的情報がない場合

ベンチマークとして自国企業が需要パラメータ 81を、外国企業が需要パラ

メータゼロを観察することが全ての主体の共有知識となっている場合を考察し

ておく．自国企業の生産量を x，外国企業の生産量を yとする．自国が課す補

助金は S1であり，外国が課す補助金は S2である．自国企業利潤をHで，外国

企業利潤を II＊で表せば

err×（a-c+e1一（日）+s1) X 
II＊ノ（a-c-(x十y)+s2) y 

なので，均衡生産量，自国企業の均衡利潤は，
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（；〉＝÷c:＝~~：~~：~：；：：う II= (a-c+Wf 2s1-s2)2 

となる．自国の厚生は

(a-c+e1一（x+y)+s1)x-(1 +il)s1x= (a-c+81一（x+y)-ilsi)x 

{a-c+281一(1+3λ）s1-s2}(a-c+281 +2s1 -s2) 
9 

である．但しえは課税の歪みである．これを最大化するのは

8 _ (a-c+281-s2) (1-3il) 
i- 4(1 +3il) 

の時である．（最大化の 2階条件は満足されている．）これは私的情報がない場

合に外国政府の政策（sのみかあるいは s,T併用）の下での S2を所与として

自国政府が（sのみ）という政策を採る場合の生産補助金の最適反応である．

社会厚生は

(1＋λ）2(a-c+281-s2)2 

8(1 +3il) 

である．

2.1.1 政府が企業の私的情報に対してゼロ情報であり，政策に precommit

する場合

自国企業の認識する両国企業の利潤は，

err )=cca-c+e1一（内）＋si)X) 
II* (a-cー（x+y)+s2) y 

なので，自国企業の認識する均衡生産量は

ex)= 1-c：一目白＋2s1-S2)
y 3 a ・・－c-81-s1+2s2 

である．但し 81は自国企業の観察する需要規模のパラメータであり，外国企

業，外国政府，自国政府は 81を確率νで 81であり，確率 1一νで 81であると

想定している．自国企業は外国企業の観察する需要規模のパラメータ 82がわ

からないのでそれの期待値即ち Oを需要規模パラメータとして認識する．自国
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政府は期待社会厚生

ν 
{(a+281一c-s2一(1+3A)s1) (a +281-c一色＋2s1)}

9 

{(a +281-c-s2一(1+3A)s1) (a+281一c-s2+2s1)}
+(1一ν）

9 

を S1について最大化する．

最大化の内点解は（2階条件は満たしている）

S1= 
(a-c-s2) (1-3λ） 

4(1+3λ） 
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である．これは私的情報がある時，外国政府のある政策の下での S2を所与と

して自国政府が（ゼロ情報， sのみ）政策を採る場合の生産補助金の最適反応で

ある．この時の期待社会厚生は

(1＋λ）2(a-c-s2)2 4a2 
一一8(1+3λ〉’ 9

である．

2.1.2 政府が企業に生産補助金のみを用いて自己選抜させる場合

政府はタイプ 81に対して生産補助金 S1を，タイプ 81に対して生産補助金

石を選ばせるとする．政府の問題は以下のとおり．

Maxν ｛a+2色－c-s2一(1+3.A.）邑｝（a+2色一C一色＋2§1)
9 

{a+281一C一色ー(1+3λ）百｝(a+281一C一色＋2si)
+(1－ν） 

9 

subject to 

(a+2色一c-s2+2さ1_)2 (a +2色一C一色）2
IR fore 9 - 9 -

(a+281-c一色＋2si)2 (a+281一c-s2)2 -
9 IR fore 

(a+281一C一色＋2s1)2 (a +281 -c一色＋2可）2
- 三 - ,.. IC fore 
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(a+281-c一色＋2si)2 (a +281-c一色＋2si)2
二三 凸 - IC for 8 

ここで， IRはIndividualRationality条件であり ICはIncentiveCompat-

ibility条件である．

IRは共に満足されているので無視できる.2つの ICより最適契約は一括契

約になることがわかる. s1＝石＝s1とおいて制約なしの期待社会厚生最大化問

題を解けばよい．この問題は結局2.2章の政府が企業の私的情報に対してゼロ

情報であり，政策に precommitする場合と同じ問題になる．つまり，自己選

抜を行う際には企業の私的情報を引き出すための追加的な政策手段が必要であ

ることがわかる．

2.2 政策手段として輸出補助金と所得税を併用する場合

2.2.0 需要私的情報がない場合

ベンチマークとして自国企業がパラメータ 81を、外国企業がパラメータゼ

ロを観察することが全ての主体で共有知識となっている場合を考察しておく．

両国企業利潤は

/II＼ー（（a-c+81一（x+y)+si)x-T1¥ 
¥II＊ノ＼（a-c一（x十y)+s2)y-T2 ノ

となるので，均衡での生産量は

/x¥_ 1 /a-c+281 +2s1 -s2 ¥ 

¥yノ 3 ¥a-c ・・－。1-S1+2s2 ノ

となる．自国の社会厚生は

{(a-c+81一（x+y)+si)x-Ti}一(1＋λ）six+(1 +l)T1 

=(a-c十81一（x+y）一λS1)x＋λT1

となる．自国政府は自国企業利潤を非負にしないように社会厚生を最大化す

る．政府の問題は，

Max(a-c+B1一（x+y)-ls1)x＋λT1
S1,T1 



需要私的情報がある場合の国際複占競争

subject to (a-c+B1一（x+y)+s1)x-T1~0 

この制約条件は明らかに拘束的なので，

(a-c+B1一（x+y)+si)x=T1 

したがって政府の問題は，

Max{(aーc+B1一（x+y)-ilsi)x＋λ（a-c+rJi一（x+y)+s1)x} 

(1 +il) (a-c+W1-s1一色）(a-c+W1 +2s1 -s2) 
9 

-203ー

a-c+W1-s2 ... 
これは s1= 4 の時i」最大化される（最大化の 2階条件は満足さ

れている）．これは私的情報がない場合に外国政府の政策の下での S2を所与と

して自国政府が（s,T併用）政策を採る場合の生産補助金の最適反応である．

この時の社会厚生は，

(1＋え）(a-c+2B1 -s2)2 

8 

である．

2.2.1 政府が企業の私的情報に対してゼロ情報であり，政策に precommit

する場合

政府は期待社会厚生を最大化するように生産補助金 S1，所得税引を選択す

る．自国企業の認識する両国企業利潤は

／日＼ /(a-c-(x+y) +s1 +81) x-T1¥ 
¥II＊ノ＼（a-cー（x+y)+s2) y ノ

自国企業の認識する均衡生産量は

ex ceか1..c:-c+2B1+2s1-s -_ 2) (81 =81, Bi) 
y (81) 3 a一c-81-s1 +2s2 ー

となる．

政府の解く問題は，

Maxν ［｛（a+81一c-(x(B1)+y(81））十s1)x(B1)-T1}-(1 ＋え）s1x(81)
S1,T1 一一 一一
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+(1＋λ）T1] +(1一ν）[{(a+e1一Cー（x(81)+y(Oi)) +s1)x(81)-T1} 

一(1+l)s1x(ei) + (1 +l)T1J 

＝ν［（a十81一C一（x(ei)+y(81））一λs1)x(81)+l T1J 

+(1－ν） [(a+e1一C一（x(ei)+y(81））－λsi)x(ei) +l TiJ 

subject to 

ν［（a+e1-c一（x(ei)+y(Oi)) +si)x(81)-T1J 

+(1一ν）［（a+B1一c一（x(81)+y(81)) +s1)x(81）一T1J註O

制約条件は拘束的であるので，

T1＝ν［（a十81一C一（x(81)+y(81））十s1)lx(B1)

となる．

+(1一ν）[ {a+e1一Cー（x(81)+y(Bi)) +s1)Jx(81) 

(a-c一色＋2s1)2 4a2 
一一9 . 9 

よって政府の問題は，

一「a+W1一c-s2一(1+3λ）s1 a+W1一c-s2+2s1. 
Maxνi 斗 × 一十
日玄 L 3 3 . 

(aーC一色＋2s1)2 4la21 「a+28i-c-s2一(1+3l)s1
＋ヲー・1+(1－ν）l

計 281一色＋2s1＋λ（一ア吋＋乎］ 
である．最大化の一階条件は

ν「一(1+3l)(a+2色－c-s2+2s1)+2(a+2色一c一色一(1＋羽）s1)

L 9 

+ 4A (a一一2+2si)J 
「一(1+3λ｝（a+W1一c-s2十2si)+2(a +W1-c一s2一(1+3λ）s1)

+(1一ν〉｜

+ 4A(aーCア2+2s1)J 
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(aーC一色）(1＋λ）' -4(1＋λ）s1 ,.. 
9 ' 9 官

より（最大化の二階条件が満足されていることに注意して），

a-c-s2 
s1= 4 

-205ー

である． これは私的情報がある時，外国政府のある政策の下での s2を所与と

して自国政府が（ゼロ情報， s,T併用）政策を採る場合の生産補助金の最適反

応である．この時の期待社会厚生は

(1-A) (aーc-s2)2 4a2 A (aーC一色）2 4λa2 
＋一一一＋ . ＋一一一一

4 9 

(1＋λ）（a-c一色）2 4(1 ＋λ）a2 
8 . 9 

2.2.2 政府が企業に生産補助金と所得税を併用して自己選抜させる場合

政府はタイプ 81に対して Cs1,Ti)を，タイプ 81に対して〈石， Ti)を選

ばせたいものとする．政府の解く問題は

「a+2色－c-s2一(1+3λ）邑 a+2色－c-s2+2s l 
Maxν｜×」＋λT1l

-L 3 3 ーJ
{(s1, T1）（石，T1)}

「a+281一c一色一(1+3.:l）百 a +281-c-s2+2石 -1 
十(1－ν）｜×内＋AT1I

L 3 3 」

subject to 

(a+281一C一色十2s1)2-9T12(a+281-c一色）2IR for e 

(a+281一c一色＋2si)2-9T12(a+281一c-s2)2 IR for e 

(a十281-c一色＋2s1)2-9T12(a+281一c-s2+2sj)2-9T1 IC for e 

(a+281一c-s2+2si)2-9T12(a+281一C一色＋2s1)2-9T1 IC for e 

ここで， IRは IndividualRationality条件であり ICは IncentiveCompat-

ibility条件である．また，技術的な理由で s1>0を仮定する．制約条件に対し

て以下のような補題が成立するが， s1>0はこれらの補題の成立を保証する．
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IR for O、
補題1 IC for (} J→ IR for Oは厳密な不等号で成立する．

s1>0 ' 

（証明） (a+281-c一色＋2石)2-9T1主(a+281一c-s2+2si)2-'9T1

= {(a+281-c一色＋2si)+2(81-81)}2-9T1 

= [ {(a +281-c-s2+2si)2-9T1J +4(81-81) (a +281-c+2s1 -s2) 

+4(81-8i)2~ (a +281一c-s2)2+4(81-81)(a +281-c+2s1-s2) 

+4(81-81)2 

=(a+281-c一色)2+4(81-BDCa +281一C・－s2)+4(81-81)2 

+8(81 -8i)s1 

= {(a +281-c-s2) +2(81-8i)}2十8s1(81 -ei) 

= (a+W1-c-s2)2十8s1(81 -81) > (a+ 281一c-s2)2 （証明終わり）

補題2 St~S1, Ti：：三T1

（証明） 2つの ICを辺々加える．

(a+281-c一色＋2si)2+(a +281-c-s2+2si)2 

註(a+281一c一色＋2si)2+(a+W1-c一色＋2si)2

F（石）＝（a+W1-c-s2+2石）2ー（a+W1一c-s2+2石）2

~（a+W1一c-s2十2s1)2_(a+W1一c-s2+2s1)2

=F(si) 

F’（s) =8(81-81) >O, F（石）二三F(si)より S!~S1・

IC for Oについて

-9T1~ －9T1一（a+W1一C一色＋2si)2+(a +281一c-s2+2si)2

人9T1s9T1+ (a+281一C一色＋2s1)2_(a +281一C一色＋2可）2

=9T1+2(s1一石）{2(a +W1-c-s2) +2Cs1 +si)} 

三三9T1 人T1sT1 （証明終わり）
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言；＝s1'¥ 1IC for (} bind 
補題3 ー」トベ ご

T1=T1ノリCfor 8 bind 

（証明） （→）自明

（←） 2つの ICを辺々加える．

補題2で定義した F（・）について， F（可）=F(s1）が成立.F’＞Oより Fは

1対1写像．

よって， si=s1. この時明らかに， T1=T1・ 〈証明終わり〉

補題4 IR for Oはbindで満たされる．

（証明） 最適報酬メニュー｛（s1ぺT1*)(si*,T1＊）｝に対して， IRfor Oが

bindでない，つまりある ε＞Oに対して，

(a十281一c+2s1*-s2)2-9T1 *=(a +281-c-s2)2＋ε 

とする．

今， T1＊より会大きい Ti'を定義する．この T1’に対して，
一一

9T1' ＝ー（a+281一c-s2)2+(a +281一C一色＋2si*)2

が成立する．
一一 ε 一ー

また T1＊よりも百大きい T1＇も定義する. { (s1 *, T 1' ) (si*, Ti')｝に対
一ー

して， ICは両方満たされている.IR for Oは T1＇のとりかたにより， bindで

満たされている．

補題1より IRfor Oも満たす．社会厚生は新たなメニューの方が高いので

矛盾． （証明終わり）

補題5 IC for Oは bindで満たされる．

（証明〉 最適報酬メニュー｛（石＊， T1*)(s1*, T1＊）｝に対して， ICfor Oが

bindしない，つまり ε＞Oに対して，

-9T1* + (a+281一c+2石＊-s2)2= -9T1 *+(a +281-c+2s1 *-s2)2＋ε 
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が成立するとする.Ti＊より主だけ大きい官’を定義する．この T；’に対9 

して，

-9Ti' = -9T1* + (a+2fJi-c+2s1*-s2)2ー（a+W1-c+2石＊－s2)2

が成立する．報酬メニュー｛（亙ぺ T1’）（s1*,T1＊）｝について考える．これは

補題4より IRfor Oを bindで満たす．即ち（a+W1一c+2s1＊一色)2-9T1*

=(a+W1一c-s2)2.T1’の定義の仕方より ICfor Oを bindで満たす．補

題 1より IRfor Oも満たす．

(a +281 -c+2s1 * -s2)2-9T1 * 2: (a +W1-c+2si* -s2)2-9T1 * 

より

(a+W1一c+2s1*-s2)2-9T1 *>(a +281 」 c+2si*-s2)2-9Ti' 

が成立して ICfor Oも満たす．社会厚生は新たなメニューの方が高いので矛

盾． （証明終わり）

補題 l,4, 5より 4つあった制約条件は以下のように書き換えられる．

(a+281-c一色＋2s1)2-9T1= (a+W1一C一色）2IR for e 
(a+W1一C一色＋2s1)2-9T1二三（a+W1一c-s2+2si)2-9T1 IC for e 
(a+281一c-s2+2si)2-9T1= (a +281一C一色＋2s1)2-9T1 IC for e 

IR for e, IC for Oよりも， T1を消去できる．

9T1=-(a+281一c-s2)2十（a+W1-c-s2+2s1)2

=4si2+4s1 (a +281 -c-s2) 

9T1=-(a+W1-c一色＋2s1)2+(a+W1一C一色＋2si)2+4s12

+4s1(a+W1一c-s2)

=4si(a+281一c-s2＋石）+8s1 (81 -81) 
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IC for Oについて，これは以下の不等式となる．

(a+W1一c-s2+2s1)2-4si2-4s1(a +281一c-s2)

二三（a+W1一C一色＋2石)2-4si(a+281一c-s2＋可）一8s1(81-Bi) 

。8(si-s1) ((Ji-(Ji）ミO
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分離契約のみに注目すればこれは常に厳密な不等号で成立するので制約式とし

ては無視できる．

政府は以下の制約なしの問題を解く W が凹関数であることは容易にわか

る．

Max W; W三 f[Ca+281-c一色一(1+3λ）s1)Ca+281一c-s2+2s1)
ー一 一一一

(1ーν）－
+4ilsi2+4ils1 (a +281一c-s2)J＋一一一一［（a+281一c-s2一(1+3il）石）- 9 

(a+281一C一色＋2si)+4ilsi(a +2(Ji-c-s2＋石）+8ils1 (81 -81)] 

社会厚生最大化の一階条件を考える．

(1一ν） －
W51＝一9 一［一(1+3il) (a +281-c-s2+2石）

よって

+2(a+281一c-s2一(1+3il）石）+4il (a +281一c-s2+2si)J

(1一ν） －
＝一万一一［(1＋λ）(a-c-s2) +2(1 ＋λ）81-40＋λ）司＝O

a+281一c-s2
s1= 4 

また， Ws1＝を［一（1＋紛（a＋矧ーc-s2+2si)+2(a +81 -c-s2-Cl +3il)s1) 
一一

8(1－ゆえ 一
+8ils1 +4il (a+ 281一c-s2)J+ n (81-81) =O 

ーー

よって

a+281一c-s2 il(l－ν） (81-81) 
s1＝一＋2A;A＝一

ν(1＋λ） 

また， 9T1＝与（a-c-s2+281)2＋凶（aーc-s2+281)+1凶
一日 ー
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一寸 一一
9Ti＝す（a-c-s2+2lh)2十抑1-81)(a-c-s2+281 +8A) 

一

が得られる．

社会厚生は，

(9-t).) (a-c-s2)2 9＋λ 
＋一一－a218 

十七似（ー－s2）十12.:l.A色一8(1+.:l.)A2} 

＋主竺2.:l.(81ーめ（a-c一色＋281+8A)
ーー

となる．

これは不確性がある時に外国政府のある政策の下での s2を所与として自国政

府が（自己選抜， S,T併用）政策を採る場合の生産補助金の最適反応

に基づく期待社会厚生である．

3 s2の明示的な考察，均衡の計算

3章では 2章の結果を基に外国政府の採る戦略（（ゼロ情報， sのみ）か（ゼ

ロ情報， s,T併用）か（自己選抜， sのみ）かあるいは（自己選抜， s,T併用））

を明示的に考えて，どのような自国の戦略が適当か考える．その際，表現の単

純化のためにえ＝Oのケースで考察する. 2章までの結果は表の形で次に示し

である．その際， 2.1.2で考察した戦略（自己選抜， sのみ）は（ゼロ情報， sの

み）と同じ生産補助金，同じ社会厚生しかもたらさないので，両国の戦略から

除外する．

外国の最適反応については自国と対称的であるので省略する．ここから自国

と外国の情報・政策ゲーム（戦略集合はそれぞれ（（ゼロ情報， sのみ）か（ゼ

ロ情報， S,T併用）かあるいは（自己選抜， S,T併用））の 3つ）の利得を導け

る．

自国と外国の期待社会厚生は対称的なので，以下の 6つのケースについての
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私的情報がない場合

外国の S2を所与として

完全情報， a-c-s2 (a-c+281 -s2)2 

sのみ s1= 4 , W=  
8 

自国
完全情報， (a-c十281-s2)2a-c-s2 

s, T併用 s1= 4 ’W=  8 

私的情報がある場合

外国の s2を所与として

ゼロ情報， a-c一色 (a-c-s2)2 4a2 

sのみ
s1= W=  十一一

4 ’ 8 9 

自国
ゼロ情報， a-c一色 (a C一色）2 4a2 

s,T併用
s1= W=  ＋一一一

4 ’ 8 9 

自己選抜， a+281一c-s2 - a+281一C一色
S, T併用 生 4 ’S1 4 , W 

み均衡を求めて期待社会厚生を求めればよい．

3.1 両国共（ゼロ情報， sのみ）をとる

3.2 両国共（ゼ、ロ情報， S,T併用）をとる

3.3 両国共（自己選抜， s,T併用）をとる

-211ー

(aーC一色）2 a2 
8 ＋τ 

3.4 自国は（ゼロ情報， S,T併用〉，外国は（ゼロ情報， sのみ）をとる

3.5 自国は（自己選抜， s,T併用），外国は（ゼロ情報， S,T併用）をとる

3.6 自国は（自己選抜， S,T併用），外国は（ゼロ情報， sのみ）をとる

3.1 両国共（ゼロ情報， sのみ）をとる

両国政府はそれぞれの企業に対して 1種類の生産補助金しか提示しない．つ

まり S2=s2,S1=S1である．

自国政府の最適反応は

a-c-s2 
s1= 4 ’ 



内

G 経済論究第 94 号

外国政府の最適反応は

平晶ふノ解

－

を

叫

一

試

C

一4
4

司

「

一

封

＝

・

連

句

る

のな
こ

み』

一一5となる．この時の自国の（外国の〉期待社会厚生は

2(aーc)2
十一er

25 a 

となる．

3.2 両国共（ゼロ情報， s,T併用）をとる

両国政府はそれぞれの企業に対して 1種類の生産補助金しか提示しない．つ

まりき2=s2,s1 =s1である．

自国政府の最適反応は

a-c-s2 
S1= 4 ’ 

外国政府の最適反応は

Q
M

一
C

一4

ば

「

一

航

＝

・

を

匂

る

れあ
こ

で

C

一一
一
5

a
一s

 
となる．この時の自国の（外国の）期待社会厚生は

2(a-c)2 4rr 
一一25 ' 9 

となる．
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3.3 両国共（自己選抜， s,T併用）をとる

両国政府はそれぞれの企業に対して 2種類の生産補助金を提示する．企業は

相手国政府が相手企業に出す補助金を 2種類の生産補助金の期待値であるとし

て生産を決定する．自国政府はタイプ Oに対して

a+W1-c-s2 
S1= 4 

を，タイプ Oに対して

- a+W1一c-s2
S1= 4 

を提示する．よって外国政府は自国政府の提示する最適生産補助金の期待値を

s1＝ν生＋(1－ν）石＝ a-~-S2 

と予想して期待社会厚生を最大化するような補助金を決定する．同様に自国政

府の予想する外国政府が提示する最適生産補助金の期待値は

_ a-c-s1 
s2= 4 

である．ここから

s1=s2＝号乏

が得られる．

この時の自国の（外国の）期待社会厚生は

2(a-c)2 . a2 
一一25 . 2 

となる．

3.4 自国は（ゼロ情報， s,T併用），外国は（ゼロ情報， sのみ）をとる

両国政府はそれぞれの企業に対して 1種類の生産補助金しか提示しない．つ

まり s2ニ s2,s1 =s1である．

自国政府の最適反応は
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a-c-s2 
s1= 4 ’ 

外国政府の最適反応は

Q
U

一
C

一4

ば

r
一

肌

＝

・

を

匂

る

れ
＆
の
ア
』

で

a-c 
s1=s2＝ー了

となる．この時の自国の期待社会厚生は

2(a-c)2 
+-a2 

25 9 

となる．

また，外国の期待社会厚生は

2(a-c)2 4a2 
一一25 ' 9 

となる．

3.5 自国は（自己選抜， s,T併用），外国は（ゼロ情報， .s;.T・併用）をとる

外国政府は外国企業に対して 1種類の生産補助金しか提示しない．つまり s2

=s2である．自国政府は自国企業に対して 2種類の生産補助金を提示する．外

国企業は自国政府が自国企業に出す補助金を 2種類の生産補助金の期待値であ

るとして生産を決定する．よって外国政府は自国政府の提示する最適生産補助

金の期待値を

s1＝ν生十(1－ν）石＝ a-~- s2 

と予想して期待社会厚生を最大化するような補助金を決定する．自国政府は外

国政府の最適反応を

a-c-s1 
s2= 4 
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と予想する．ここから

F
h
u
 

n
4
 

s1=s2＝守主

が得られる．

この時の自国の期待社会厚生は

2(a-c)2 a2 
一一25 ' 2 

となる．

また，外国の期待社会厚生は

2(a-c)2 . 4 。
25 ' 9 》

となる．

3.6 自国は（自己選抜， s,T併用），外国は（ゼロ情報， sのみ）をとる

外国政府は外国企業に対して 1種類の生産補助金しか提示しない．つまり 82

=s2である．自国政府は自国企業に対して 2種類の生産補助金を提示する．外

国企業は自国政府が自国企業に出す補助金を 2種類の生産補助金の期待値であ

るとして生産を決定する．よって外国政府は自国政府の提示する最適生産補助

金の期待値を

s1＝ν包＋(1一ν）石＝ a－：一匂

と予想して期待社会厚生を最大化するような補助金を決定する．自国政府は外

国政府の最適反応を

a-c－邑1

s2= 4 

と予想する．ここから

一一5が得られる．



-216ー 経済論究第 94 号

この時の自国の期待社会厚生は

2(a一c)2 .。2
一一25 . 2 

となる．

また，外国の期待社会厚生は

2(a-c)2 4 。
25 . 9 -

となる．

外 国

ゼロ情報， sのみ ゼロ情報， s,T併用 自己選抜， s,T併用

ゼロ情報， 2(a-c)2 4a2 2(aーc)2 4σ2 2(aーc)2 4a2 

sのみ 25 一．一9 25 一．一9 25 + 9 

自国 ゼロ情報， 2(a-c)2 4a2 2(a-c)2 4a2 2匂－c)2 4a2 

s, T併用 25 ＇一－9 25 一．一9 25 一．一9 

自己選抜， 2(a-c)2 a2 2(a-c)2 a2 2(a-c)2 o'2 
s, T併用 25 一目 一2 25 一’一2 25 一．一2 

3.1から3.6の結果は上の表にまとめである．

表より，（自己選抜， s,T併用）は（ゼロ情報， sのみ）を支配していることが

わかる．

（命題） 両国共（自己選抜， s,T併用）をとることは支配戦略均衡である

4 結 雪豆
回目

本論文の貢献はゼロ情報よりは自己選抜した方が「良い」という経済学的直

感を戦略的貿易政策の議論の上で示したことである．これまで不確実性のある

戦略的貿易政策ではゼロ情報の下での考察しか為されてこなかったので，命題

の持つ意味は大きい．また，命題という「結果」以上に特徴があるのはこの論

文が，特定化されたモデルではありながら，政府が私的情報のある市場競争に
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分離契約を用いてコミットできることを構成的に示したことである．この「手

法」は戦略的貿易政策論のみならず産業組識論一般である種の問題を考えるの

に有用であろう．

注

1) 戦略的貿易政策の導入としては Helpmanand Krugman (1989）を参考にされ

たい．

2) もし本来 Cooperand Riezman (1989）が考えたタイムラインで考えるならば，

第1ステージで企業が私的情報を持っていないことになるので政府はメカニズムデ

ザインをすることができない．
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